田辺市森林整備等入札参加者登録申請書

令和　　年　　月　　日
田　辺　市　長　宛て
　田辺市森林整備等入札参加者登録名簿に登録願いたく、必要書類を添えて申請いたします。なお、申請書及び添付書類の記載内容については、事実と相違ないことを誓約いたします。

	【 申 請 者 】
	所  在  地
（本社所在地）
	（〒  　　　－　　　   )



	
	（ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ  ）
商号又は名称
	

	
	
	

	
	（ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ  ）
代表者職氏名
	

	
	
	(実印)　　　

	
	 eq \o\ad(電話番号,　　　　　)
 eq \o\ad(ＦＡＸ,　　　　　)
	 （              ）            －
 （              ）            －

	
	受任者の有無
	有り　□
	※受任者に入札事務を委任する場合は、左の□にレ点を記入し、
次項の受任者登録事項兼委任状をご提出ください。

	
	申請担当者
	部署（　　　　　　　　　）
担当者（　　　　　　　　　）
	直通番号（　　　　）　　　　－
ＦＡＸ　（　　　　）　　　　－



見積、入札、契約締結、契約金・保証金の請求受領、契約履行及び復代理人選任に関して、左の印鑑を使用します。
〈留意事項〉
※委任先がある場合は、使用印鑑の欄に委任先の使用印鑑を押印してください。

※使用印鑑は、入札書、見積書、契約書、請求書等に使用する印鑑を押印してください。

※使用社印は、必要な場合のみ押印してください。
※実印を使用印として使用する場合は、使用印欄への押印は、不要です。

※なお、申請にあたり次の事項を誓約いたします。

-1-
受任者登録事項兼委任状
令和　　年　　月　　日
私は、次の者を代理人と定め、田辺市との次の事項に関する権限を委任します。
	【 受 任 者 】
	所  在  地
	（〒  　　　－　　　   )
　
　

	
	（ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ )

商号又は名称

及び支店名等
	　

	
	
	　

	
	（ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ )
受任者職氏名
	

	
	
	

	
	 eq \o\ad(電話番号,　　　　　)
 eq \o\ad(ＦＡＸ,　　　　　)
	 （              ）            －

 （              ）            －


【委任期間】

　　令和　年　月　日から令和７年３月31日まで

【委任事項】

   １．見積、入札に関する件

   ２．契約締結に関する件

   ３．契約金、保証金の請求受領に関する件

   ４．その他契約履行に関する件

   ５．復代理人選任の件

【委任者】   住      所

             商号・名称

             代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印）

※当市では、一部委任を認めておりません。
-2-
営業事項調査書
１．営業の沿革（本店・本社）

	創  業  年  月  日
	営  業  年  数

	　　　年        月        日
	　年

	業  態  区  分
	※業態が分かるように記載ください。（例：森林整備業務、測量業務 等）


１-２．支店・営業所等の業態区分等（市内に支店・営業所等で登録希望の事業所のみ記入ください。）

	営  業  年  月  日
	営  業  年  数
	

	　　　年        月        日
	年　
	

	支店・営業所等の

業  態  区  分
	　
　
※支店・営業所等で行われている業態（本店・本社の業態ではない）を記載ください。（例：営業活動、本社との調整業務 等）
※支店・営業所等として、実際に行っている業態を記載ください。


２．田辺市物品入札参加者等登録規定（平成17年田辺市規定第20号）第５条第１項又は田辺市建設工事入札に関する規定（平成17年田辺市規定第26号）第３条の既定により登録を受けた有効期間及び登録番号又は受付番号
	登録の有効期間
	登録番号又は受付番号

	　令和　　年　　月　　日 ～令和　　年　　月　　日
	


　※物品入札参加者登録通知書又は建設工事等入札参加資格申請受付票の写しを提出してください。

３．登録希望種目
　　登録を希望する種目の希望欄に〇をつけてください。

	希望
	コード
	営業種目名

	
	山１
	森林整備・管理

	
	山２
	経営管理意向調査等


　※登録希望種目ごとに、専門技術者名簿及び森林整備等実績調書の提出が必要です。
-3-
４．所在地見取図
注）本社で登録の場合は、本社、委任先で登録の場合は、委任先の所在地付近見取図を記入

	Ｎ


	-4-


使用印鑑





使用社印





１．私は地方自治法施行令第167条の４第１項各号いずれにも該当する者ではありません。


２．私は暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に掲げる者又はこれに類する者をいう。）ではありません。


３．私又は私がその代表を務める法人の経営に暴力団等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる者又はこれに類する者をいう。）は関与していません。


４．下記事項に該当した場合は、入札参加資格の取り消しを受けましてもなんら異存ありません。


（１）地方自治法施行令第167条の４第２項第１号から６号までの規定のいずれかに該当すると認められるとき（それらの者を代理人、支配人その他の使用人として使用していると認められるときを含む）。


（２）申請書及び添付書類の記載事項に虚偽又は重大な誤りがあると認められたとき。


（３）業務に関し贈賄等の刑事事件を起こしたとき。


（４）社会的信用を失墜する行為をなし、契約の相手方として不適当であると認められたとき。


（５）不渡手形の発行、債権差押等経営状態が著しく悪化したとき。


（６）労働基準法、労働安全衛生法等労働関係法令に違反し、処罰を受けたとき。


（７）天災その他不可抗力の事由による場合を除き、履行遅延があったとき。









